fea toredo no seisansha eno eikyo o meguru jinruigakuteki kenkyu : raosu nanbu boraben kogen no kohi saibai noson no jirei kara by 箕曲 在弘
 1 
博士学位論文概要 『フェアトレードの生産者への影響をめぐる人類学的研究』 
箕曲在弘 
 
本論文の目的は、近年、国際貿易に依存する小規模生産者が被る不利益に対して、貿易
における利益分配の不均衡を是正する運動として注目されるフェアトレードが、その受益
者である生産者にいかなる影響を与えているのかを考察することにある。とりわけ本論文
では、ラオス人民民主共和国ボラベン高原のコーヒー生産者を対象として、長期的な参与
観察調査から得られた知見をもとに、生産者世帯の家計への影響だけでなく、生産者が所
属する生産協同組合の社会関係への影響をも扱うことにする。 
フェアトレード運動は、これまで主として欧米のさまざまな団体が独自に、いわゆる途
上国の生産者と関係を結ぶことによって世界的に広まってきたが、その活動内容と目的は
各団体によって異なっており、統一した定義を示すのは想像以上に困難であった。だが、
近年、各国のフェアトレードに関連する団体は、国際的な規模で交流を持つようになり、
フェアトレードに関する統一した定義を公表するようになった。FINEと呼ばれる国際的な
フェアトレード連合体によれば、「フェアトレードとは、対話、透明性、敬意に根差した、
国際貿易においてより公正さを求める貿易パートナーシップである」と定義されている。
なかでも、このパートナーシップを実現するために、「南の疎外された生産者や労働者に、
よりよい貿易条件や権利を保障することによって、持続可能な発展に貢献する」ことが求
められている。 
フェアトレード運動は世界的な広がりを見せているものの、実際に途上国の生産者にど
のような影響が及んでいるのかを詳細に記したモノグラフは、それほど多くは存在してい
ない。フェアトレード運動の影響を研究することは、生産者組織の活動に正統性を与え、
あるいは問題点を明るみにし、今後の指針を形作るのに役立つ情報を与える。このような
生産者組織への情報提供だけでなく、とかく消費者にとっては見えにくい生産現場の状況
を明らかにすることにより、消費者への説明責任をも果たすことになる。 
これまでの影響研究は、おもに生産者への直接的影響と間接的影響の 2 つを指摘してき
た。生産者への直接的影響とは、生産者世帯への収入面への効果ばかりでなく、収入の上
昇に付随して子どもに対する教育投資の増加、一般的に低い立場に置かれる女性の収入上
昇、さらには生産者コミュニティにおける文化の復興や生産者の心理面への影響なども指
している。 
一方、生産者への間接的影響とは、小規模農民の場合、おもに生産協同組合への影響を
指し、フェアトレード運動への参加が、生産者の自主的な参加を促し、フェアトレード以
外の他の開発プロジェクトが自主的に営まれていくことや、協同組合への参加意識を向上
させ、自主的な発言や参加者間の協力体制が構築されるといったことが指摘されてきた。
同時に、先進国との取引によって生じる市場情報の獲得が、他の買い手との交渉に有利に
働いたり、信頼性のある組織の構築によって生産者団体が融資などの資金的援助を受けや
すくなったりするといった影響も指摘されている。 
 以上のフェアトレードに参加する生産者にもたらされる影響の数々は、たしかに事例に
基づいた指摘ではあるが、その調査方法の曖昧さなどから、正確にフェアトレードの影響
といえるのかどうかは、まだはっきりしていない。たとえば、フェアトレードの生産者へ
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の影響を扱った研究の多くは、フェアトレードを通して生産者に支払われる最低保証価格
が、結果的に安定した収入をもたらし、コーヒー生産者が手にする重要な直接的な恩恵の
一つであるという点には同意しているものの、本当にフェアトレードの影響によって収入
が増加するのかどうかは疑問の余地がある。多くの事例研究では、体系だった方法論なし
に、短期的な聞き取り調査をもとにフェアトレードの効果を列挙するものが多く、正確に
影響を評価してこなかった。 
同様に、収入の上昇といった面だけでなく、間接的影響についても疑問があがっている。
組織力の強化といったフェアトレードの恩恵は、たんにフェアトレードの介入にのみ起因
するのではなく、社会的、政治的、環境的、経済的要因のすべてが、そのような介入に肯
定的、あるいは否定的な環境を生み出すこともある。生産者が組織的行動に積極的に参加
するようになった理由は、フェアトレードの影響というよりはむしろ、組織的行動に対す
る社会的な特性によるところが大きい可能性がある。 
 フェアトレードの影響に関する、これまでに挙げてきた数々の疑問は、より正確な調査
をすることによって、そして数多くの事例研究を積み重ねることによって検証していかね
ばならない。もっともこれまでの影響研究の曖昧さを批判し、詳細な量的調査を実施した
成果が公表されていないわけではない。それらの調査の内容は多岐にわたるが、おもに家
計における収入や支出の内訳を明らかにすることによって、フェアトレードの家計への影
響を考察している。だが、家計以外の女性や子どもへの影響、あるいは間接的な影響につ
いては十分に考察されていない。したがって、この問題を乗り越えるためには、家計に関
連した量的調査をおこなうだけでは不十分であり、質的調査を組み合わせながら、個々の
事例に即した詳細なモノグラフを記すことが必要になる。 
 また、フェアトレード運動の影響に注目することは、この運動に参加するさまざまな活
動家たちにとって有益であるばかりでなく、人類学の理論的課題を検討することも可能で
あり、人類学的研究にも貢献する。とくに注目すべきは、フェアトレード運動を実践する
生産協同組合のアクターごとの関係性を明らかにすることによって、「共同性」のあり方に
ついて考察することが可能である点である。参加による自己統治を通じて、住民を市場経
済に適応させて貧困を解消し民主主義を実現する市民社会組織の一つだといわれる生産協
同組合は、農民の自発的な行動を促す場となるだけでなく、統治の場ともなるという対照
的な方向性を同時に備えている。フェアトレード運動においても、農民が生産協同組合を
設立することで、市場と国家からの自立を実現しようとしている。 
だが、一方で、このような生産協同組合は、村落共同体の力に引きずられ、自立した運
営ができないと指摘されることがある。たとえば生産協同組合を扱った研究では、ローカ
ルな権力者による協同組合の私有化が問題とされたり、組合参加者の所有観やリーダーシ
ップのあり方によって協同組合が機能不全に陥ることが指摘されたりしている。とはいえ、
このような問題がいかなる村落社会の論理によって引き起こされるのかまでは、詳細に検
討されていない。ここで考察されるべきは、必ずしも協同組合が村落社会の論理に包摂さ
れるわけでもなく、協同組合の論理が村落社会を包摂するわけでもない、その相補的な関
係である。とくに今日、検討されるべきコミュニティとは、構成員同士の凝集性がありつ
つも、けっして閉鎖的ではなく、外に開かれている、ある種の関係性を意味している。そ
の関係性に加わる権力が、共同性の構築や解体にいかなる影響を与えるのかという問題は、
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比較的新しく、いまだ十分な議論が尽くされているとは言い難い。その意味で、フェアト
レードのような国際的な規範が、ローカルな共同性のあり方にどのような影響を及ぼすの
かを明らかにすることは、人類学的課題のひとつであるといえる。 
以下、以上の問題意識に従い、第 1 章から第 3 章まで議論の背景となる事項を説明し、
第 4章から第 6章まで、直接的影響として世帯の家計調査の結果をもとにした考察を行い、
第 7 章から第 9 章まで、間接的影響として生産協同組合と、それを取り巻く社会関係に関
する参与観察をもとにした考察を行っている。 
第 1 章では、フェアトレード運動の概略を素描し、多様化する運動を 2 つの方向性にま
とめる作業を行っている。第二次世界大戦後の欧米各地で発生した宗教組織による慈善活
動にさかのぼることができるフェアトレード運動の系譜は、次第に発展途上国生産者の自
立を支援する活動に発展していった。一方、消費者のニーズを踏まえて製品の質を向上さ
せるビジネス志向が強まったり、各団体間のネットワークが強化されたりするようになり、
のちにその活動は、国際的な認証制度の確立へと至った。 
 のちの議論でも言及する国際フェアトレード認証機構（FLO）は、認証制度の中でも規
模が大きく、世界各国の生産協同組合だけでなく、プランテーションをも含み、一方、先
進国では大手の食品メーカーや大手小売店などをも巻き込んで展開している。認証制度の
内容は、年々改訂され、経済的、社会的、環境的な側面での細かな規定が設けられている。
なかでもコーヒーのフェアトレードは、認証制度誕生のきっかけのもなった産品であり、
国際相場の変動にさらされやすいコーヒーは、フェアトレードの代名詞ともなっていると
いえる。 
 フェアトレード運動は、今日、多岐にわたって展開しており、フェアトレードを実施す
る団体ごとに考え方は異なるが、大きく 2 つの流れに分けることができる。フェアトレー
ド運動の源流は、市場へのアクセスが困難な小規模生産者に対して、市場への接近を可能
にさせるよう支援する活動にあったが、今日、一方では、認証制度のような形で市場その
ものの仕組みを変革していこうとする立場、他方では、産直運動などの形で市場交換の仕
組みそのものを破壊していく立場に分かれつつある。本論文では先行研究に倣い、前者を
「認証型」、後者を「連帯型」と呼ぶこととする。 
 第 2 章では、本論文の調査地であるボラベン高原の地域的概要について触れたうえで、
当該地域に住む人々の生業が、焼畑陸稲栽培からコーヒー栽培へといかにして変化してい
ったのかを明らかにする一方、この地域の人々が実践する複合的な生業の変容と持続のあ
り方について考察した。海抜 600メートルから 1,300メートルに位置するボラベン高原は、
気温、雤量、そして土壌の面からいっても、コーヒー栽培に適しており、フランスの植民
地期だった 1910年代後半以降、フランス人の手によって苗木がもたらされた。 
だが、もともと当該地域には尐数民族集団ラベン（ジュル）が焼畑陸稲栽培と狩猟採集
を組み合わせて生計を営んでいたものの、1960 年代になり、低地から主流の民族集団であ
るラオが移住し、徐々にコーヒーの栽培地が広がっていった。とくに社会主義政権成立後
は、国営農場の誕生や生産協同組合の創設、さらには市場開放後の焼畑抑止政策のあおり
を受けて、コーヒー栽培は彼らのおもな生業となった。一方、90 年代には高収量品種カテ
ィモールが導入され、2000 年代には NGO 主導による生産協同組合が設立されるなど、生
産量の増大と質の深化が進んだのである。 
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焼畑からコーヒーへの生業の転換は、この地域の人々の生活を大きく変えたことには違
いないが、他方で、狩猟採集も引き続きおこなわれたり、家庭菜園では自給的な農耕が営
まれたりしており、できるだけ現金に依存しない生活を営む者もいる。ただし、一部の狩
猟採取物や作物は現金に交換されたり、草刈や収穫などの賃金労働に出たりする者もいる。
これらの事実から、主たる生業が焼畑陸稲栽培からコーヒー栽培へ転換しつつも、狩猟採
取や賃金労働などを組み合わせて家計を維持していることが明らかになった。 
 第 3 章では、これ以降の章で考察の対象となる 3 つの生産協同組合の概況について描写
した。2003年、パークソーン郡カトゥアット村に設立された Oxfam生産協同組合は、2001
年の大霜害をきっかけに、高価格で買い取られるアラビカ種の収穫量、品質、価格を最大
化させ、世帯の収入を改善し、食糧不足を減尐させるために設立された。そのために組合
幹部が Oxfamの支援により水洗式の精製技術を学び、それを組合員に広めた。このような
支援により組合員は高品質コーヒーの生産を目指す一方、日本のフェアトレード関連企業
による長期的なパートナーシップに基づく買取を実現させた。 
 一方、2001 年にアメリカの NGO の支援によって設立された Jhai Café は、2005 年に
FLO認証を獲得すると同時に生産協同組合に発展し、パークソーン郡内、12村で展開して
いた。アメリカ人の農業技師や、都市部出身のラオ人マネージャーとともに、精製技術を
向上させ、アラビカ種カティモールを中心にフランスなど欧米諸国への輸出を成功させて
きた。 
 さらに 2007年に設立されたコーヒー生産者農業集団（AGPC）は、フランス開発庁（AFD）
の資金提供により、ラオス農林省の担当者が中心となって運営されている。AGPC は、パ
ークソーン郡内 53の村の一次組合を傘下に収め、2008年に FLO認証を獲得し、やはり欧
米諸国への輸出を成功させた。これら 3 つの生産協同組合を比較した場合、Oxfam 生産協
同組合と Jhai Cafe生産協同組合（JCFC）は NGO主導による組合であるが、AGPCは政
府主導であり、Oxfamは連帯型、JCFCと AGPCは認証型であるという特徴が見いだせる。 
以上、第１章から第 3 章までが本論文の議論の前提となる部分であったが、続く第 4 章
から第 6章までは、フェアトレードの家計収入への影響を扱っている。 
第 4 章では、連帯型である Oxfam 生産協同組合が活動するカトゥアット村を取りあげ、
フェアトレードによる取引が、家計の収入や支出にどのような影響を与えているのかを明
らかにしている。日本の業者による買取価格は、おおむね上昇傾向にあり、フェアトレー
ドに参加している世帯とそうでない世帯とを比較した場合、収入において有意な差がみら
れた。とはいえどちらの集団も、日本の業者の買取対象となっているアラビカ種以外に、
カネフォラ種ロブスタも栽培していたり、コーヒー以外の農作物からの収入や賃金労働な
ど、多様な収入獲得手段をもっていたりするため、総収入の中でのフェアトレードによる
取引分は、比較的尐ないことが分かった。加えて、2001 年以降、今日まで国際相場におけ
るコーヒーの買取価格は上昇傾向にあり、フェアトレードによる買取価格と大差ない状況
になっている。このため、フェアトレードによる取引によって上乗せされた分は、総収入
の中で目立って大きいわけではないことがわかった。 
認証型である JCFC が活動するプーオーイ村を対象とした第 5 章でも同様に、フェアト
レードによる買取価格は、一般の仲買人のものより高いが、やはり買取対象のアラビカ種
以外に、組合員はかなりの量のロブスタを収穫し、仲買人に売却している。一方、先述の
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ように一般の買取価格も上昇していることから、総収入のなかでフェアトレードの貢献分
は比較的尐ないことがわかった。 
第 6 章では、これらの家計収入への影響をまとめ、なぜ組合員は協同組合へすべての豆
を売却しないのか、そして、逆になぜ彼らは協同組合へ豆を売却するのかという点につい
て考察した。たしかにフェアトレードによる買取価格は一般の市場価格よりも高いものの、
フェアトレード市場に豆を売却する場合には、水洗いによる精製をなど、豆の品質向上に
向けた追加的な労働は必要となる。一方、仲買人に豆を売却する場合にはそのような労働
は必要なく、品質に関係なく売却できる。この違いにより、フェアトレード市場に売却す
ることによって得られる報酬が、追加される労働に見合わないと彼らにみなされる場合、
組合員は、たとえ買取価格が安くても仲買人に豆を売却する傾向がある。さらに、仲買人
から金を借りている場合も、収穫期前にコーヒーの実、あるいは豆を、金を貸してくれた
仲買人に売却しなくてはならないために、組合員は不本意ながらも、協同組合ではなく仲
買人に売却することもある。 
一方、組合員が協同組合に豆を売却するのは、決して買取価格が比較的高いからという
わけではなく、長期的な取引による安心感や、協同組合と対等な関係を築き、決められた
ことを必ず守ると信頼しているからである。この点については、ボラベン高原の現場で活
動する欧米の支援者たちも誤解しており、それが逆に農民との信頼感を損なわせることに
つながる恐れがあるといえる。 
続く第 7 章から第 9 章までは、生産協同組合とそれを取り巻く人間関係に注目し、フェ
アトレードの間接的影響について焦点をあてた。なかでも第 7 章では、カトゥアット村の
親族集団間の関係に注目し、生産協同組合の設立が、親族同士の関係性にいかなる影響を
与え、逆に親族関係が生産協同組合の活動にいかなる影響を及ぼしているのかを考察した。 
カトゥアット村には大きく分けて 3 つの親族のまとまりが存在している。そのうち 2 つ
の親族から、村長や長老といった村落の公的な役職に就く者が輩出されている。だが、生
産組合の幹部は、残る 1 つの親族の者によって担われている。生産組合の組合員に親族ご
との偏りはみられないものの、組合の意思決定をめぐって、特定の親族間の力関係が如実
に表れることがある。たとえば、カトゥアット村最大の親族のリーダー格にあたる者が、
生産組合の組合長をライバル視しており、組合の運営を妨げるような行動をとっているこ
とがあった。この結果、生産組合のような組織を築く場合、村落内の親族関係に配慮し、
村落内の意思決定において、誰が実権を握っているかを把握しておくことが、組合を円滑
に運営するうえで重要であることがわかった。 
続く第 8 章では、仲買人と生産協同組合の幹部との人間関係に焦点をあてている。一般
に仲買人とは、農民から時価でコーヒーの実や豆を買い取り、それを輸出業者に売却する
人々のことを指す。彼らは一般的にこの売買により生じる差額から利益を出しているが、
単に豆の売買で生計を立てているだけでなく、地元の権力者になる傾向が強く、一方で、
農民に対して高利貸しをするなどの活動も行っている。 
生産協同組合は、このような仲買人と実や豆の買い取りにおいて、競争しなくてはなら
ないものの、たんに協同組合の買取価格が高いというだけでは、仲買人より有利に立つこ
とはできず、仲買人と農民の関係のなかに割って入ることはできない。なぜなら仲買人は、
実が収穫できる前にあたる農民の生活が困窮する時期に、農民に金を貸すことで、収穫し
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た実や豆を排他的に、その仲買人に売る契約を結ぶからである。仲買人のこのような融資
には高い利子がつくものの、農民は困窮期に食糧が購入できなくなるため、仕方なく仲買
人から金を借りねばならなくなる。この仲買人と農民の関係が維持されている場合、協同
組合に豆が集まらないという事態に陥ることもあり、このような農村地域に協同組合を根
付かせるためには、産品の売買をめぐるローカルな人間関係の仕組みを明らかにする必要
があることを指摘した。 
第 9 章では、親族や仲買人といったローカルな関係性から離れて、協同組合間の関係性
と協同組合内の関係性に注目した。本章で検討している JCFCは、紆余曲折を経て 2010年
5月に実質的に解体したが、この解体へ至る過程でいかなる出来事が生じたのかを再構成し、
JCFCが解体した要因を検討している。JCFCの支援者であったアメリカの貿易コンサルタ
ントが手を引いた後、都市部に住むラオ人男性が経営の実権を握った2008年度の買取では、
ライバルの協同組合である AGPC の買取価格に合わせて、JCFC が当初予定していた買取
価格を引き上げることになった。この結果、JCFCは赤字となり、本来、協同組合の組織の
強化や組合員が属するコミュニティの福利に貢献するために用いられる割増金を、赤字補
填のために用いた。このような財政的な問題に直面し、JCFCは解体を余儀なくされたのだ
が、その背景には、政府の圧力や JCFC 内部でのマネージャーに対する不信といった問題
が起きていた。同時に、そのような状況を規定したのは、そもそも JCFC の組織を作った
NGOの認識の甘さであるとか、近年の一般市場での買取価格の上昇といった遠因があると
もいえる。 
この事態に対して、認証制度だけでは、組織内部でおこっている汚職や組合員間の不信
といった問題を解消することができないことがわかる。とはいえ、この問題を解決しなく
ては、協同組合そのものの存続が危ういものとなる。NGOが主導する協同組合を自立させ
るには、組合外部の権力に対抗できるだけの力、あるいは組合内部の成員への不信感を醸
成しないような仕組みが必要であると指摘した。 
 最後に終章では、これまでの議論を振り返り、「コミュニティ（共同体）」をめぐる人類
学的な問いについて考察すると同時に、フェアトレード生産者への影響を生産者の「コミ
ュニティ」の構築と断絶という観点からとらえなおす作業をおこなった。生産協同組合は、
一般的にアソシエーションの 1 つとしてとらえられるが、本論文では、それを徒弟制など
にみられるような成員が実践の積み重ねのなかで、成員間でふさわしいとされる知識や技
能を身につけていく場、すなわち「実践コミュニティ」としてとらえる。これまでの実践
コミュニティ論では、成員が属するコミュニティの複層性や市場交換の力といったものを
考察の対象としてこなかったが、「なぜ協同組合は、多くの発展途上国農村において自立し
た運営ができないのか」という問いを考えるにあたって、これらの考察が欠かせないこと
を指摘した。 
 ボラベン高原のコーヒー生産者は、生産協同組合のような実践コミュニティだけに属し
ているのではなく、親族との関係が取り結ぶ「村落コミュニティ」や、仲買人との取引に
よって生じる「取引のコミュニティ」にも同時に属している。「村落コミュニティ」におい
て長老のような権力者は、政府の権力によって、他方、「取引のコミュニティ」において仲
買人は、市場の力によって下支えされている。このような力の行使により、生産協同組合
は、成員のまとまりを維持するような凝集性を維持できず、解体してしまったことを指摘
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した。同時に、ボラベン高原の農民たちは、これらの多様なコミュニティと付かず離れず
の関係を維持しており、このような関係の取り結び方に彼らの自己のあり方の特徴がある
と論じた。 
 一方、フェアトレードへの実践的な含意を抽出するために、フェアトレードを「社会に
埋め込まれた経済」へと回帰させる運動としてとらえなおし、そこで生産者と消費者が構
築する「想像の共同体」とはいかなるものかを考察した。フェアトレードは、これまで生
産者が意識してこなかった「消費者」という存在を意識させた一方、国外の輸入業者との
実務上のやり取りが可能なオフィスワーカーを必要とし、このような人々と農民との間に
不信や不満が生まれやすくする。このような共同性の断絶は、認証制度のような形で解決
するには限界があり、より深く協同組合の運営に入りこみ、農民とともに活動する NGOの
ような協同組合外部の組織が必要になると指摘した。 
 これまでの議論を振り返り、フェアトレードの進展を考えるうえで、いかに農民と「対
等」な関係を目指していくかが重要な課題となると喚起し、本論文を締めくくった。 
 
 
 
 
 
